
奈良工業高等専門学校における安全保障輸出管理取扱要領 

令和４年９月 ８日 校長裁定 

令和７年３月１３日 改正 

(趣旨) 

第１条 この要領は、独立行政法人国立高等専門学校機構安全保障輸出管理規則(独立行政

法人国立高等専門学校機構規則第１２０号。以下「輸出管理規則」という。) 及び独立行

政法人国立高等専門学校機構安全保障輸出管理実施要領に基づき、輸出管理の取扱いにつ

いて必要な事項を定め、その円滑かつ適正な運用を図るものとする。 

２ この要領における用語の定義は、輸出管理規則の定めるところによる。 

（管理責任者等の指名） 

第２条 輸出管理規則第８条に定める管理責任者は、副校長（専攻科・研究推進担当）とす

る。 

２ 管理責任者を補佐する者として、副管理責任者を置き、副校長（教育担当）をもって充

てる。 

３ 管理責任者等は、各学科主任の協力を得て取引審査の手続きの要否を確認することと

する。 

（学校等輸出管理委員会） 

第３条 輸出管理規則第１０条に定める学校等輸出管理委員会は、次の各号に定める委員

をもって構成し、委員長は学校等統括責任者とする。 

一 学校等統括責任者 

二 管理責任者 

三 副管理責任者 

四 副校長（寮務・グローバル教育担当） 

五 各学科主任 

六 事務部長 

七 総務課長 

八 学生課長 

九 その他委員長が必要と認めた者 

(事務) 

第４条 安全保障輸出管理に関する事務は、次の各号に定める部署において処理する。 

一 総括及び許可申請に関すること 総務課企画・研究協力係 

二 学生に対する特定類型該当者の確認 学生課国際交流係及び教務・入試係 

三 教職員に対する特定類型該当者の確認 総務課人事係 

２ 前項の事務処理に係る具体的な取扱いについては、総務課企画・研究協力係と関係部署

が協力し、別紙「安全保障輸出管理事務取扱対応一覧」に基づき行う。 



 

 

 

(雑則) 

第５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要領は令和４年９月８日から施行し、令和４年８月１日から適用する。 

附 則 

この要領は令和４年１２月６日から施行する。 

附 則 

この要領は令和６年４月８日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

  附 則 

この要項は令和７年４月１日から施行する。 



【別紙】

要
領

　非居住者又は特定類型該当者に該当する留学生又は教職員を受け入れる場合は，事前確認シート２と，必要に応じて事前確認シート１を使
用して事前確認を行う。

解
釈

（学生：入学）
・「非居住者の期間（３年次編入留学生）の本科３学年」→前期授業要確認
・「特定類型該当者（６ヶ月以上経過の政府派遣留学生等）の本科３学年」→授業要確認（シート２＋規制技術該当科目はシート１）
・「特定類型該当者（６ヶ月以上経過の政府派遣留学生等）の本科４・５学年」→授業要確認（シート２＋規制技術該当科目はシート１）
　　※シート２（該当学生単位　※学科対応）→規制技術に該当する科目について→シート１（規制技術該当科目単位）
（教職員：採用）
・「日本の事務所等に勤務する６か月未満の外国人」→主たる所得の源泉である場合は居住者→確認不要
・「採用時の誓約書で特定類型該当者との申告があった者」→要確認（シート２＋規制技術に該当すればシート１）

対
応

（入学者）
留学生：手続き書類確認（国際交流係）
新入生・編入生：手続き書類確認（教務・入試係）
→３月上旬／国際交流係にて「特定類型該当者等の管理表」の更新、教務・入試係および企画・研究協力係へ報告
　（備考欄：通称名、年度・学年）
→３月上旬／教務・入試係（教務委員会）にて非居住者および類型該当者（入学者・在学生とも）が履修する科目について、学科主任及び授
業担当教員に対して事前確認シート作成指示（シラバス要添付）、集約、不足・不備等確認後、企画・研究協力係へ
→４月上旬／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

（教職員採用）
誓約書（別紙様式７）の徴取（人事係）
→都度／特定類型該当者の申告がある場合、「特定類型該当者等の管理表」にて企画・研究協力係へ報告
→都度／企画・研究協力係から受入責任者（学科主任・研究代表者・課長等）へ事前確認シート作成の指示
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知の通知

要
領

　非居住者又は特定類型該当者に公知の技術情報以外を提供する場合は，事前確認シート１を使用して事前確認を行う。

解
釈

（学生）
・「非居住者（６ケ月未満の留学生）」への公知の技術情報以外の提供→要確認（シート１）
・「特定類型該当者（６ヶ月以上経過の政府派遣留学生等）」への公知の技術情報以外の提供→要確認（シート１）
（研究者）→「五」へ、（訪問者）→「六」へ

対
応

（学生）
卒業研究に関しては「一」の事項で対応済みとし、それ以外の内容で特定類型該当者に公知の技術情報以外を提供する場合
例）特別講演会、課外活動、研究室活動　他
※工場見学、インターンシップでは受入側（企業）において、事前確認のような作業が必要と思われるが、非居住者や特定類型該当者である
旨、学校側から先方へ伝える必要があると思われる。
→都度／技術情報を提供する教職員が自ら事前確認シートを作成し、教育関係は教務・入試係、課外活動関係は学生係、短期留学生関係は
国際交流係へ提出。各係で集約、不足・不備等確認後、企画・研究協力係へ
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　非居住者又は特定類型該当者と教職員等が共同で研究を行う場合は，事前確認シート１を使用して事前確認を行う。

解
釈

（学生）
・「非居住者又は特定類型該当者」と共同で研究を行う場合→公知の技術提供等によらず→要確認（シート１）

対
応

（学生）
→都度／参画させる教職員が自ら事前確認シートを作成し、企画・研究協力係へ提出（参画にかかる同意書とは別途作成）
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　学内で研究発表を行う場合は，事前確認シート３を使用して事前確認を行う。ただし，参加者に非居住者及び特定類型該当者が含まれない
場合は，事前確認を要しない。

解
釈

（学生）
・「非居住者（６ケ月未満の留学生）および特定類型該当者（６ヶ月以上経過の政府派遣留学生等）」の学内研究発表会聴講
　→要確認（シート３→該当学生単位　※学科対応）※規制技術に関する発表がある場合、対応選択の必要性あり

対
応

（学生）
→都度／非居住者及び特定類型該当者が参加対象となる学内発表会を開催する場合、当該学科主任が各発表内容に関して精査、
　対応を選択するシートを作成し、教務・入試係へ。集約、不足・不備等確認後、企画・研究協力係へ。
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　研究者を受け入れる場合で，かつ，取得した書類から当該研究者が非居住者又は特定類型該当者であることが明らかな場合は，事前確認
シート１を使用して事前確認を行う。

解
釈

（研究者の受入）
・「非居住者又は特定類型該当者に該当する研究者」受入→公知の技術提供等によらず→要確認（シート１）

対
応

（研究者の受入）
→都度／当該研究者が非居住者又は特定類型該当者を研究室で受け入れる場合、受入責任教職員が自ら事前確認シートを作成し、
　企画・研究協力係へ提出　※経産省の許可を受ける必要のある技術を提供する場合、相当の時間を要する点に注意
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　訪問者を受け入れる場合で，かつ，取得した書類から当該訪問者が非居住者又は特定類型該当者であることが明らかな場合は，事前確認
シート１を使用して事前確認を行う。

解
釈

（訪問者の受入：例）短期留学生、国際交流受入、施設見学　等）
・「非居住者又は特定類型該当者に該当する訪問者」受入→公知の技術提供等によらず→要確認（シート１）

対
応

（訪問者の受入：例）短期留学生、国際交流受入、施設見学　等）
→都度／当該訪問者が非居住者又は特定類型該当者である場合、受入責任教職員が自ら事前確認シートを作成し、企画・研究協力係へ提出
　※経産省の許可を受ける必要のある技術を提供する場合、許可までに相当の時間を要するため、
　　短期間の訪問者に関しては、公知の技術提供に留める事が懸命かもしれない（その場合でもシートの提出は必須）。
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

安全保障輸出管理事務取扱対応一覧
一

六

五

四

三

二
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【別紙】

要
領

　海外出張（在外研究を含む。）又は海外派遣をする場合は，事前確認シート４と，必要に応じて事前確認シート６，７及び８を使用して事
前確認を行う。

解
釈

（教職員・学生）
・海外出張、在外研究派遣、海外派遣→要確認（シート４）
　　＋携行・別送により研究資材持ち出し→要確認（シート７：貨物の輸出用）
　　＋現地で非居住者へ技術提供→要確認（シート８：技術の提供用）
　　＋特定の者しか参加できない学会かつ、発表資料の入手閲覧が特定の者に限定→要確認（シート８：技術の提供用）
　　＋共同研究目的→要確認（シート６：共同研究用）
※海外出張時における非居住者：日本以外に住んでいる者、海外で６ヶ月以上経つ日本人

対
応

（教職員・学生）
→都度／教職員は自ら、学生は指導教員（国際交流派遣の場合のみ国際交流係）が、出張日の３週間前までにシート４を作成、回答次第で
はシート６・７・８も併せて作成、教職員分は旅行命令と併せて人事係へ、学生分は旅行承認願と併せて教務・入試係へ提出
→都度／人事係、教務・入試係にて集約、不足・不備等確認後、企画・研究協力係へ。（該当しない事も管理責任者の確認を得る。）
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

　学外で研究発表する場合（前号の場合を除き，リモートを含む。）は，事前確認シート５と，必要に応じて事前確認シート８を使用して事
前確認を行う。ただし，次に該当する場合は，事前確認を要しない。

ア　通常取得する書面（開催要領など）において，参加者の中に非居住者や特定類型該当者が含まれることが明確に記載されていない場合

解
釈

（教職員・学生）
・学外における研究発表→要確認（シート５）＋現地で技術提供→要確認（シート８：技術の提供用）
※海外出張・派遣を伴う場合は、「七（事前確認シート４）」で対応するものとし、「八」での対応は不要

対
応

（教職員・学生）
→都度／教職員は自ら、学生は指導教員（国際交流派遣の場合のみ国際交流係）にて、学会発表の３週間前までにシート５を作成、回答次
第ではシート８も併せて作成、学会参加費を請求を伴う場合は施行伺いとともに契約係へ、参加費不要の場合は事前確認シートのみを企画・
研究協力係へ提出
→都度／契約係にて集約、不足・不備等確認後、企画・研究協力係へ
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　外国法人と共同研究を行う場合は，事前確認シート６と，必要に応じて事前確認シート７及び８を使用して事前確認を行う。

解
釈

（教職員）
・外国法人と共同研究→要確認（シート６：共同研究用）
　　＋携行・別送により研究資材持ち出し→要確認（シート７：貨物の輸出用）
　　＋現地で技術提供→要確認（シート８：技術の提供用）

対
応

（教職員）
→都度／共同研究受入決定前に参画する教職員が自ら事前確認シートを作成し、企画・研究協力係へ提出
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　内国法人と共同研究を行う場合で，外国に向けて技術の提供を行うことが判明している場合は，事前確認シート６と，必要に応じて事前確
認シート７及び８を使用して事前確認を行う。

解
釈

（教職員）
・内国法人と共同研究、かつ、外国へ技術提供→要確認（シート６：共同研究用）
　　＋携行・別送により研究資材持ち出し→要確認（シート７：貨物の輸出用）
　　＋外国に向けての技術提供→要確認（シート８：技術の提供用）

対
応

（教職員）
→都度／共同研究受入決定前に参画する教職員が自ら事前確認シートを作成し、企画・研究協力係へ提出
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

要
領

　海外へ郵便や宅配便を発送する場合は，事前確認シート７と，必要に応じて事前確認シート８を使用して事前確認を行う。

解
釈

（教職員）
・海外へ郵便・宅配便発送→要確認（シート７：貨物の輸出用）＋海外への技術提供→要確認（シート８：技術の提供用）

対
応

（教職員）
→都度／発送する２週間前までに教職員が自ら事前確認シートを作成し、企画・研究協力係へ提出
→都度／管理責任者による確認・決裁、判定結果（提供可、該否判定票作成指示等）の通知

十二 　その他確認が必要な場合は，該当する事前確認シートを使用して事前確認を行う。

要
領

十一

十

九

八

七
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